
コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

【輸出拡大に向けた調査・効果的なマーケティングの検討】

➢ ➢ 26年12月～27年３月全米輸がマドリード市を中心とした
スペインにおける輸入米の価格形成状況について調査
を実施した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 香港、シンガポール、台湾及び中国の中から国内検討
会等の議論を踏まえ、コメの価格構造調査を実施する。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

農林水産省

➢ ２～３月全米輸会員企業が米国、EU（英国）、豪州及び
NZにおいて流通実態調査を実施した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢現地流通関係者との面談等を通じ、販売
店毎の品揃え、販売価格帯等の調査等
を行っており、事業者の参考となり得る。
調査結果の会員への迅速かつ幅広い共
有を更に進めるべきではないか。

➢ ２～３月全米輸が世界14ヶ国の1,400名の個人を対象に
日本食、日本米及び日本酒に関するイメージ、消費動
向等のマーケティング調査とともに、消費に関する基礎
データを整理した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢日本食、日本米に関する世界規模のイ
メージ調査となっており、今後のジャパン・
ブランドを確立していくための市場毎の方
向性の指針となり得るものとなっている。
今後本調査結果はHP等でわかり易く周
知することが適当ではないか。

➢ 全米輸が国内検討会においてコメ・コメ加工品全体の
効果的なマーケティングの検討・検証を実施する（８月、
28年２月）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ ➢ 全米輸が対象国・地域の小売店等において実施する白
米・玄米等の試食を通じた販売促進活動（米国、シンガ
ポール、台湾で実施予定）等に併せて需要調査を実施
する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢ 事務局は、上記販売促進活動時に効果的な調査を実
施するための調査計画、質問項目等を提案する。

➢事務局

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進

輸出相手国のコメの生産状
況や消費形態にかかる調査
を踏まえ、対象とする市場に
おける商流や、提供形態・価
格帯等についてより詳細な
調査、効果的なマーケティン
グを検討。

➢

➢

調査結果は一定の参考にはなるが、詳細
の実態については、各自が自ら取組を行
わないと明らかにならない側面がある。
価格構造調査が、広く関係者に役立つ情
報となるよう、どのように輸出先国、階
層、店舗等を選定し、どのように調査すべ
きか、引き続き検討する必要がある。

健康食品としての玄米や雑
穀米、アレルギー対応食品
としての需要調査を実施。



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【輸出拡大に向けた調査・効果的なマーケティングの検討】【再掲】

➢ 全米輸が対象国・地域の小売店等において実施する包
装米飯の試食を通じた販売促進活動（豪州、台湾、中
国、香港）等に併せて需要調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢ 事務局は、上記調査を実施するための調査計画、質問
項目等を提案する。

➢事務局

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾における包装米飯
に関する規制調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 【再掲】
事務局は、上記調査を実施するための調査計画、質問
項目等を提案する。

➢事務局

➢ ➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て現地のバイヤーやレストラン関係者等を対象にセミ
ナー、ＰＲを実施。
・１月EU（ベルリン）
　現地在住日本人料理家による食文化講演会、
　日本産米を使った料理実演等
・２月ＥＵ（パリ）
　国際見本市会場における料理デモ等
・３月中国（上海）
　コメ、米菓、日本酒一体となったバイヤー向け
　セミナー及び消費者向けＰＲ（試食、料理教室
　等）の実施
・５月ＥＵ（ロンドン）
　現地日本食レストラン料理長による和食を通
　じた日本産米、日本酒の魅力を解説
・10月ロシア（予定）
　水産物の輸出団体と連携し、水産物とコメ・
　日本酒をセットでＰＲ

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

ジェトロ

➢３月の取組では、日本メーカーの炊飯器
を使い、日本産の水、日本産米で作った
おにぎりの試食を行い、多くの来場者の
関心を呼んだ。今後とも、関係部局の協
力やジェトロのサポートを得つつ、食器等
の食関連製品とのパッケージでのＰＲ、各
品目別輸出団体等との連携や日本食・食
文化の普及と一体となった取組等を進め
ることが重要。

➢ 全米輸全体の取組の下、EU、米国、豪州、ロシア及び
中国において、会員企業等が販売促進活動を実施す
る。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢各会員は、企業活動として独自に販売促
進活動等を実施する面はあるが、オール
ジャパンの取組と会員企業が行う販売促
進活動とは、それぞれが連携し合って取
り組むことが重要。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

調理が容易な包装米飯につ
いて、海外市場開拓に係る
需要調査及び各国の食品安
全法や食品衛生法等のレ
ギュレーションの調査の実
施。

日本食の人気が高く富裕層
が多い新興市場での販売促
進活動の強化。

➢



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢外食市場寿司・弁当・おにぎ
りといったコメを使った代表
的な日本食のＰＲを業務用
需要向けに実施。併せて自
動炊飯器や寿司ロボットなど
のツールをＰＲ。

➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て以下の取組を実施。
・３月シンガポール
　弁当（キャラ弁）についてパネルを用いて紹介
・３月中国（上海）
　日本メーカーの炊飯器とセットでのＰＲを実施
・８月香港
　フードエキスポにおいて、バイヤー、レストラン
　事業者等を対象に和食の良さを総合的に訴え
　るセミナーを実施

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢３月の取組では、弁当（キャラ弁）の紹介
や日本メーカーの炊飯器を使い、日本産
の水、日本産米で作ったおにぎりの試食
を行い、多くの来場者の関心を呼んだ。
今後とも、関係部局の協力やジェトロのサ
ポートを得つつ、食器等の食関連製品と
のパッケージでのＰＲ、各品目別輸出団
体等との連携や日本食・食文化の普及と
一体となった取組等を進めることが重要。

➢家庭向電子レンジで手軽に
日本産米を調理できる食べ
方を含めた包装米飯のＰＲ。

➢ 全米輸が対象国・地域において包装米飯の試食やチラ
シ、ポスターによるPR等を実施（豪州、台湾、中国、香
港）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（会
員企業等）

➢オピニオンリーダー、プロの
料理人等を通じコメに関する
普及・啓蒙活動を実施。

➢ 全米輸がコメ・コメ加工品のオールジャパンの取組とし
て、ジェトロ等と連携しつつ現地のバイヤーやレストラン
関係者等を対象に以下の取組を実施。
・27年１月ＥＵ（ベルリン）
　現地在住日本人料理家による食文化講演会、
　日本産米を使った料理実演等
・２月ＥＵ（パリ）
　現地在住シェフによる日本産米による仏料理
　への応用の提案等
・３月シンガポール
　外国人シェフと日本人シェフによるコラボレー
　ション料理の提案等
・３月中国（上海）、５月ＥＵ（ロンドン）
　現地在住日本料理人による日本産米のおい
　しさを体感できる料理の提案等
・10月ロシア
・28年１月シンガポール

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

ジェトロ

➢今後とも、関係部局の協力やジェトロのサ
ポートを得つつ、プロの料理人等を通じた
日本食・食文化の普及と一体となった取
組等を進めることが重要。

➢日本文化の輸出（アニメやイ
ンフルエンサー）との連動に
よる若者を中心としたご飯食
の普及の可能性を検討。

➢ 全米輸が国内検討会において、海外の若者を対象とし
たイベントへの出展活動を通じたご飯食普及の可能性
の検討・検証を実施する（８月、28年２月）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【日本産米・米加工品のPR】



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ ➢ ①②産地間連携及び流通コストの削減等
・輸出用米の多くについては、全米輸の生産会員
　と販売会員との間で生産－購入契約を締結
・生産会員は、過去の販売実績や全米輸の事業
　成果を踏まえた長期的な生産計画を立案
・販売会員は、産地間の連携により輸出先の状
　況に応じた販売が可能となるよう出荷を調整
・輸出に当たっては、複数産地の取扱等による
　ロットの確保により流通コスト等の削減に取組
・輸出（フェアへの参加を含む）に当たっては、会
　員の意向に基づき共同輸送の取組を推進

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ ③共通ロゴの作成等
・２月、全米輸がコメ・コメ加工品の共通ロゴを
　作成、販促ツールとして、ロゴマークとQRコード
　を合わせたシール、のぼり、チラシ、ポスター等
　を作成し統一的なPR活動を開始
・３月QRコードから日本のコメ、日本酒のおいしさ高品
　質について紹介する広報映像等を作成
・全米輸が、QRコードと全米輸HPをリンクさせ、日本産
　コメ・コメ加工品に関するレシピの紹介
　等のPR活動を実施
・ロゴマークチラシについて、セミナー開催地の言
　語に翻訳して活用
・全米輸が27年度中に、ロゴマークの権利主体とし
　て、商標登録の申請等の適切な管理を開始

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢今後は、ジャパン・ブランドの確立のた
め、共通ロゴマークを広く活用していくこと
が重要ではないか。

➢ ➢ ３月ジェトロが輸出団体・事業者向けセミナーを実施。
日本からの輸出概況、主要輸出先の動向、輸出に関す
る規制、留意点及び支援メニュー等を説明した。

➢ジェトロ ➢受講者アンケートから各国の規制状況等
に関する情報提供が高評価を得た一方、
コメの輸出に関する個別事例の紹介の要
望もあった。今後は、個別事例を踏まえた
ビジネスモデルの検討等のテーマを増や
してはどうか。

➢ ジェトロが輸出に関心のある事業者等向けセミナーを実
施する。

➢ジェトロ

➢ ジェトロが海外見本市、国内、外商談会への出展者に
対するフォローアップを実施する。

➢ジェトロ

輸出事業者からの相談対
応・展示会後のフォローアッ
プ等、ジェトロにおけるワンス
トップサービスの充実・強
化。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【輸出体制の整備等】

品目別輸出団体が調整役と
なり、現地市場のニーズに応
じた安定価格、安定供給を
実現するため、オールジャパ
ンの輸出促進の取組を実
施。①産地間連携による輸
出用米の確保②共同輸送や
同一フェアへの参加による
流通コスト等の削減③共通
ロゴの作成等



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢コメ輸出の成功事例（失敗事
例）を紹介するとともに、新
規参入者の拡大に係る支援
策の検討。

➢ 農林水産省が作成する輸出取組事例にコメの成功事
例を取り上げる。

➢農林水産省

➢ 28年２月全米輸が今後の欧州向け輸出拡大等を目指
し、会員向けにGLOBALG.A.P.セミナーを開催する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢米菓の消費・流通実態や輸
出の潜在可能性に係るマー
ケティング調査の実施。

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾の中から国内検討
会の議論を踏まえ、マーケティング調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢戦略国を対象とした、米菓に
使用されている原料のネガ
ティブリストの調査の実施。

➢ 全米輸が香港、シンガポール、台湾の中から国内検討
会の議論を踏まえ、規制調査を実施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

輸出商社との連携により、現
地ニーズにあった新商品の
開発。

➢ ➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢事務局

➢輸出商社・全米
輸会員等

➢ ジェトロが輸出に関心のある事業者等向けセミナーを実
施する。

➢ジェトロ

➢ 全米輸とジェトロとの連携強化を通じ、ジェトロの商談会
情報等を会員企業に提供する中で、米菓関係も対応。
輸出を目指す企業の積極的活用を促す。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会
ジェトロ

その他 ➢ 全米輸が３月シンガポール（シンガポール）、中国（上
海）、８月香港フードエキスポにおいて、米菓のＰＲを実
施。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢３月の中国の取組では試食も行ったこと
によって来場者の関心を認識することが
できた。今後はオールジャパンの取組を
拡大させるべく、輸出業者と組んでテスト
輸出を検討していくのがよいのではない
か。

【コメ】（包装米飯
含む）現地での
精米の取組や炊
飯ロボットと合わ
せた外食への販
売など日本米の
プレゼンスを高め
る取組を推進【再
掲】

【優良事例の共有等】

その他

【米菓】相手国の
ニーズに合った
商品の開発、手
軽なスナックとし
てのプロモーショ
ン強化

【輸出拡大に向けた調査の実施】

【現地ニーズにあった商品開発】

全米輸が実施するマーケティング調査を事務局が分析
し、輸出商社や全米輸会員等に働きかけを行い、輸出
商社・全米輸会員等は連携して商品アイデアを作成す
る。

【ジェトロの積極的活用】

業界団体とジェトロとの連携
による輸出セミナー、商談会
等の実施による積極的活
用。

➢

➢



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ ２～３月全米輸が米国、英国、オーストラリア、ニュー
ジーランド、シンガポール、ハンガリー、中国、カナダ、イ
タリア、スペイン、香港、台湾、タイ、ブラジル計14ヶ国
の1,400名の個人を対象に日本食、日本米及び日本酒
に関するイメージ、消費動向等のマーケティング調査と
ともに、消費に関する基礎データを整理した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

日本食、日本米に関する世界規模のイ
メージ調査となっており、今後のジャパン・
ブランドを確立していくための市場毎の方
向性の指針となり得るものとなっている。
今後本調査結果はHP等で周知すること
が適当ではないか。

➢ アルコールの種類別消費状況及びアルコールカテゴ
リーごとの課税等の調査を実施する（海外マーケット調
査）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ 26年度「日本酒の大規模プロモーションに向けた調査」
において米・英・仏の3か国向けの調査を実施し、本年４
月にＨＰに公開。日本酒造組合中央会を通じて、日本
酒製造業者に周知するとともに、関連事業者に対しても
周知を徹底。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢一般消費者向けの大規模なプロモーショ
ン戦略を検討し実施するための材料とな
り得る調査となっているため、調査自体は
引き続き他の重点国においても実施すべ
きではないか。

➢ 米・中・豪・ブラジルを対象に、競合調査を行う。現地の
清酒の市場規模、現地清酒メーカーのプレゼンス、小
売価格等を調査する。

➢事務局

➢日本酒の心身に与える有益
性、流通過程における品質
保持について科学的な実証
を研究機関と協力して実施。

➢ 心身に与える有益性等に関する知見を整理し、効果的
なPR方法を検討する（国内検討会）。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。

➢

【研究開発】

【輸出促進に係る市場調査】

輸出相手国のアルコール種
類別消費状況・嗜好、アル
コールカテゴリーごとの課
税、規制等を把握しつつ、商
流や提供形態、価格帯等に
ついて、より詳細な調査を実
施。



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

【日本酒の効果的なＰＲ】

➢ Vinexpoなど世界の大規模な飲料展示会における酒類
のＰＲの情報を基に、展示会におけるオールジャパンの
日本酒のPR方法について、国内検討会で検討する。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会（PR
方法の検討）
事務局（基礎と
なる情報の収
集）

➢

➢

➢

➢ ➢

➢

試飲会、現地流通関係者へのヒアリング
等を通じてのマーケティング調査を行って
おり、事業者の参考となり得る。調査結果
の会員への迅速かつ幅広い共有を更に
進めるべきではないか。また、試飲を含む
イベントは、来場者の日本酒に対する理
解を促進するため、今後も引き続き実施
するべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

➢３月、５月の取組では、他の品目と共に、
幅広く現地の流通事業者等に日本酒の
幅広さ、奥深さが伝わるようにＰＲを実
施。今後とも、関係部局の協力やジェトロ
のサポートを得つつ、各品目別輸出団体
等との連携や日本食・食文化の普及と一
体となった取組等を進めることが重要。

➢ ２月にロンドンにおいて、食関連事業者及びメディア関
係者２４名を対象に、日本酒と日本食、英国のローカル
フードとのマッチングセミナーを実施した。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢日本酒のビジネスにつながる関係者への
セミナーの実施により、日本酒の効果的
な需要の喚起につながったのではない
か。ＢtoBのイベントは商流拡大のために
重要であるため、継続的に実施するべき
ではないか。

26年度「米輸出特別支援事業」において、10か国で試
飲等のイベント、マーケティング調査を実施した。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３月
中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ（ロ
ンドン市内のホテル）、10月ロシア、28年1月シンガポー
ルにおいて現地のバイヤーやレストラン関係者等を対
象に和食の良さを総合的に訴えるとともに、日本産米
及び日本酒の食材、飲料としての有用性を各種食材と
の相乗効果で紹介・説明するセミナー、ＰＲを実施。
全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシア及び
中国において、会員企業等が販売促進活動を実施す
る。

日本酒というカテゴリーを海
外市場でより明確に認知し
てもらうため、各種のイベント
等に合わせて効果的にＰＲを
実施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢日本酒というカテゴリーを海
外市場でより明確に認知し
てもらうため、各種のイベント
等に合わせて効果的にＰＲを
実施。

➢ 海外見本市
・酒類見本市香港ワイン&スピリッツフェアに3年前より
毎年「日本産酒類ジャパンパビリオン」を設置（一部日
本酒造組合中央会との共催）。
・食品総合見本市に設置したジャパンパビリオンに多く
の日本酒蔵元が参加、日本酒ゾーンを設けるなどして
PRし、商談支援を実施。
・平成27年度も、香港ワイン&スピリッツフェア、Food
Taipei等世界的に規模の大きな20本の見本市に、ジャ
パンパビリオンを設置。

➢ジェトロ ➢2月のNY商談会では、日本酒の基礎セミ
ナーに加え現地シェフによる料理と日本
酒のフードペアリングを含むセミナーを実
施し参加者に好評であった。効果的な商
談に繋げるため、日本酒そのものを理解
してもらうセミナーと現地の食生活への日
本酒の取り入れ方等を紹介するセミナー
を併催することで、日本酒に対する理解
を深めるような取組みは今後も必要。

➢ 海外商談会
・2月にニューヨークで日本酒造組合中央会と共催で
「日本酒輸出試飲・商談会 in ニューヨーク」を実施。
・3月に英国・ロンドンの日本大使館にて、日本産酒類に
特化した商談会を開催。また、日本酒造組合中央会日
本酒サポートデスクの吉武理恵氏をモデレーターとして
日本酒セミナーを併催。日本酒の魅力、活用について
現地バイヤーに伝えた。

➢3月の英国商談会では、日本食レストラン
のみならず非日本食レストランも参加し、
好感触を得た。日本酒市場の更なる裾野
拡大のため、日本食レストランのみならず
非日本食レストラン等に対しても、継続し
た日本酒に関する情報提供・啓蒙・エデュ
ケーションの実施を検討すべきではない
か。

➢ 国内商談会
・平成26年度、酒類に特化した商談会を12回開催（秋
田、山形、長野、富山、福井、岐阜、兵庫、広島、高知、
佐賀、大分、熊本）。招へいバイヤー計34社（のべ）と国
内事業者226社（のべ）が商談を実施。
また各地で招へいバイヤーを対象にした視察プログラ
ムを実施。蔵元、研究機関、圃場等を訪問し、日本産種
類の製法や原料･製品の特徴、酒文化等についての理
解を深める機会を提供。
・平成27年度も5回（愛媛、福井、福島、長野、佐賀）実
施予定。

➢
➢

【再掲】
26年度「日本酒の大規模プロモーションに向けた調査」
において米・英・仏の3か国向けの調査を実施し、本年４
月にＨＰに公開。日本酒造組合中央会を通じて、日本
酒製造業者に周知するとともに、関連事業者に対しても
周知を徹底。

➢農林水産省 ➢一般消費者向けの大規模なプロモーショ
ン戦略を検討し実施するための材料とな
り得る調査となっているため、調査自体は
引き続き他の重点国においても実施すべ
きではないか。

➢ 26年度補正事業の結果、27年度事業の結果を公開。 ➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢26年度補正事業の結果概要をHP等で周
知することが適当ではないか。

➢ 日本酒の輸出に関する情報（商談会、見本市の年間計
画、調査結果、調査レポート等）を公開。

➢ジェトロ ➢商談会、見本市に関する情報は、輸出事
業者にとって有益であるため、引き続き、
速やかに情報提供に努めるべきではない
か。

日本酒の輸出促進に資する
情報については、今後も、事
業者の参考となるような情報
公開に努力。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢ 過去の調査の活用に留意し、トップ50の酒類メーカにア
ンケート・ヒアリングを実施し、日本酒輸出事例集を作
成する。成功要因分析し、プロモーションアイデアを含
めて記載する。また、その中で、特定の国・地域への輸
出に強いメーカーの取組み、小規模メーカーの中で海
外売り上げ比率の高いメーカーの取組みを分析する。
この他、流通事業者の販路拡大の取組みについても事
例調査を実施する。

➢事務局

➢ ➢

➢

26年度「米輸出特別支援事業」において、ブラジルのイ
ンバウンドPRイベントを実施した。
27年度は、海外の酒類卸売業者、ソムリエ、シェフ等を
日本へ招へいし、日本酒メーカーとの意見交換等を実
施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢ブラジルからのインフルエンサーを招聘
し、日本酒の製造工程、日本食とのペア
リング等をより深く理解してもらえるため、
今後も引き続き実施することが有効であ
る。

➢ キーパーソンを日本へ招へいし、日本酒に関する専門
的な教育を実施する。

➢農林水産省
民間事業者（委
託）

➢輸出相手国における日本酒
への理解を深めるため、貿
易、物流などの関係者向け
にテキストを作成。このこと
により、現地で日本酒がない
か分からないことにより生じ
る、日本の輸出事業者の手
続きや書類面での負担の軽
減を図る。

➢ 国内の事業者向けに輸出に関する手続き、留意事項等
を記載した「日本酒輸出ハンドブック」（香港、台湾、中
国、韓国、米国）をWeb上にて公開している。

➢ジェトロ、国税
庁

➢現地輸入規制、手続き等が変わることも
あるため、内容について適宜更新するこ
とが必要。

➢外国人に認知されやすいよ
うなマークやラベル表示、
キャップ、価格帯等の検討を
実施。

➢
➢

全米輸がコメ・コメ加工品の共通ロゴを発表した。
日本酒造組合中央会の日本酒マークを広く共有し、使
用を推奨する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢全米輸の共通ロゴは、コメ・コメ加工品の
オールジャパンの体制強化のために有効
な手段である。今後は、日本酒造組合中
央会の日本酒マークと合わせた活用を広
く呼び掛け、全米輸会員企業以外も共通
ロゴマークを積極的かつ効果的に活用し
ていくことが重要ではないか。

日本酒の輸出促進に資する
情報については、今後も、事
業者の参考となるような情報
公開に努力。

海外の有名シェフ、ソムリ
エ、バイヤー、料理研究家
等、海外において日本酒を
PRするキーパーソンに対し
て、日本に招へいし、日本酒
関連のセミナーを受けてもら
うなどの取り組みを積極的に
実施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】



コメ・コメ加工品のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の対
応方向

活動内容 実施主体 定性評価

対応方向
（Act）

輸出拡大方針

輸出拡大方針（Plan） 実績（Do）

➢
➢

➢

➢

【再掲】
26年度「米輸出特別支援事業」において、11か国で試
飲等のイベントを実施した。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３
月中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ
（ロンドン市内のホテル）、10月ロシア（予定）、28年1月
シンガポール（予定）において現地のバイヤーやレスト
ラン関係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えると
ともに、日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有
用性を各種食材との相乗効果で紹介・説明するセミ
ナー、ＰＲを実施。
27年度全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシ
ア及び中国において、会員企業等が販売促進活動を実
施する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

➢ 上記の活動に加えて、自立的な全米輸としての日本酒
のプロモーションを会員同士が協力して実施する。

➢ 各在外公館に対して、日本酒カクテルのレシピを共有
する。

➢農林水産省

➢ 26年度「米輸出特別支援事業」において、全米輸会員
企業が、日本酒造組合中央会の日本酒に関する英語
の冊子を米国で1万部配布した。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢英語の冊子の配布は、現地の販売関係
者に日本酒に関する正しい知識を提供す
る手段として有効であり、今後もその活用
を検討すべきではないか。

➢ 全米輸会員の取り扱っている日本酒とフランス、イギリ
スで料理とペアリングを行い、その結果を取りまとめる
とともに、今後の販売促進に活用する。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢他の日本食と合わせた販
促。

➢ コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として３月中国
（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ（ロンド
ン市内のホテル、ジェトロと共催）、10月ロシア、28年1
月シンガポールにおいて現地のバイヤーやレストラン関
係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えるとともに、
日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有用性を各
種食材との相乗効果で紹介・説明するセミナー、ＰＲを
実施。

➢

➢

全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会
コメ・青果物・水
産物・牛肉・茶
の各輸出団体

➢１月、３月、５月の他の日本産食品と合わ
せたＰＲは、効果的であったため、今後も
引き続き実施すべきではないか。その
際、どのような和食や品目とどのような日
本酒を合わせてＰＲすべきかについて
は、他の品目別輸出団体とともに、検討
を行うべきではないか。特に、水産物や
牛肉と合わせた海外への提案は効果的

➢インフルエンサー招へい時に、外食・シェ
フ・食品卸とのマッチング会議を実施し、
マッチング会議の日側参加者について
は、ジェトロおよび他の品目別輸出団体
（コメ・青果物・水産物・牛肉・茶）と協力し
て招集することを検討してはどうか。

➢ＰＲ方法や表現、英語表記に
ついて、専門家からアドバイ
スを受けられる体制を整備。

➢ 23都市の海外事務所に29名配置しているコーディネー
ターを通じ、事業者に対するアドバイスを実施。

➢ジェトロ ➢事業者の多岐に渡る内容の問い合わせ
に対しアドバイスできる体制を引き続き充
実させることが必要ではないか。

イベント等において、現地の
嗜好に合わせた日本酒の飲
み方の提案（日本食以外の
食事（フランス料理等）との
マッチング、日本酒カクテル
等）。

各イベントや試飲会においては、現地の
嗜好に合うように、純米酒や大吟醸など
幅広いクラスを提供するとともに、スパー
クリング、古酒、梅酒等のリキュールを提
供しており、効果的に日本酒のＰＲができ
ているのではないか。また、日本食とのペ
アリング、現地での食事とのペアリングも
実施しており、商談に結びつくなど、実績
も上がっている。流通事業者も引き続き
関与させながら、工夫して、日本酒のＰＲ
をしていくべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】
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【輸出体制の整備】

➢
➢

➢

➢

【再掲】
26年度「米輸出特別支援事業」において、11か国で試
飲等のイベントを実施する。
コメ・コメ加工品のオールジャパンの取組として27年３
月中国（上海市内のホテル及び上海伊勢丹）、５月ＥＵ
（ロンドン市内のホテル）、10月ロシア（予定）、28年1月
シンガポール（予定）において現地のバイヤーやレスト
ラン関係者等を対象に和食の良さを総合的に訴えると
ともに、日本産米及び日本酒の食材、飲料としての有
用性を各種食材との相乗効果で紹介・説明するセミ
ナー、ＰＲを実施。
27年度全米輸主体の取組の下、ＥＵ、米国、豪州、ロシ
ア及び中国において、会員企業等が販売促進活動を実
施。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢

➢

➢ 上記の活動に加えて、自立的な全米輸としての日本酒
のプロモーションを会員同士が協力して実施する。

➢ 国内検討会において、より効率的な輸送体制を検討す
る。

➢全日本コメ・コメ
関連食品輸出
促進協議会

➢輸出事業者からの相談対
応・展示会後のフォローアッ
プ等、ジェトロにおけるワンス
トップの充実・強化。

➢ 輸出事業者からの相談対応につき、本部（東京・大阪）
および国内42事務所に設置している「農林水産・食品
輸出相談窓口」にて対応する。展示会や商談会等での
輸出成功事例につき、ウェブ等で公開する。

➢ジェトロ ➢展示会等のフォローアップに関わらず、国
内事務所において事業者からの輸出に
係る手続き、規制問題、障壁等について
の相談には随時対応している。今後更に
そういう体制を活用してもらうよう商談会
やセミナーの場やメルマガ等を利用した
PRが必要ではないか。

【産地と需要者の結び付きを強め、酒米の増産】

➢引き続き、産地と需要者の
結びつきを強め、酒造用原
料米の需要に応じた安定的
な取引を推進。

➢ 酒造メーカーを含む需要者団体等と産地が連携して、
需要に応じた適切な生産を進める。

➢酒造メーカー、
産地

➢ 醸造用玄米の検査数量を公表。
7月末時点から翌年3月末時点までは速報値として翌月
に公表し、翌年10月末時点のものを確定値として公表。

➢農林水産省 ➢事業者にとって参考となる情報となってい
るため、引き続き実施すべきではないか。

各イベントや試飲会においては、現地の
嗜好に合うように、純米酒や大吟醸など
幅広いクラスを提供するとともに、スパー
クリング、古酒、梅酒等のリキュールを提
供しており、効果的に日本酒のＰＲができ
ているのではないか。また、日本食とのペ
アリング、現地での食事とのペアリングも
実施しており、商談に結びつくなど、実績
も上がっている。流通事業者も引き続き
関与させながら、工夫して、日本酒のＰＲ
をしていくべきではないか。
また、全米輸のオールジャパンの取組と
会員企業が行う販売促進活動とは、相補
完して取り組むことが重要。

【日本酒】
日本酒の生産増
に対応した酒造
好適米の増産が
可能となるよう措
置。

品目別輸出団体が推進役と
なり、現地市場のニーズに応
じたオールジャパンでの輸出
促進のための各種取組を実
施。

【日本酒】
発信力の高い都
市や重点市場で
のイベント・事業
を実施するほ
か、セミナー等を
通じて、日本酒
の良さについて
普及。【再掲】


